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８．税金等調整前当期純損益への影響：連結財務諸表の注記からの分析
　金融商品に係る会計基準を適用したことにより，従来の方法によった場合と
比較して，税金等調整前当期純利益あるいは税金等調整前当期純損失がどれほ
ど増減したかの影響を注記に記述した企業は，2,153社であった。そのうち金
額を明記した企業は，1,811社であり，経常利益への影響を明記した1,524社よ
りも287社多くなっている。
　税金等調整前当期純損益への影響はない，と明記した企業数は67社，「軽微」
と記述した企業数は269社，「僅少」と記述した企業は５社，「ほとんど０」と
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記述した企業は１社，それぞれあった。また，何の記載もない企業は54社あっ
たが，影響がなかったものと判断することが妥当なのであろう。税金等調整前
当期純損益への影響額を明記した企業1,811社を対象に，基本統計量を計算す
ると，表８のとおりである。
表８　税金等調整前当期純損益への影響
（金額：百万円）
社　数 1,811
平　均 －594
中央値 －18
最小値 －210,704
第１四分位値 －197
第３四分位値 71
最大値 19,889
　影響額は平均では－594百万円，中央値では－18百万円となっており，経常
利益へ影響と比べるとマイナスの影響を受けている企業が多くなっていること
に気がつく。ちなみに，税金等調整前当期純損益への影響がプラスとなった企
業は685社，ゼロとなった企業は67社，マイナスとなった企業は979社である。
　マイナスの影響を最も受けた企業は熊谷組であり，金額は－210,704百万円
であった。経常利益で－47,072百万円と最もマイナスの影響を受けた三菱商事
は，税金等調整前当期純損益に対しては－27,403百万円の影響にとどまってい
る。貸倒引当金の計上では－14,032百万円の影響を受けながらも，有価証券の
評価で－17,366百万円へとマイナス幅を減少させているためである。
　プラスの影響を最も受けた企業は日産自動車であり，金額は19,889百万円で
あった。日産自動車では，会計基準の適用により有価証券及びデリバティブ取
引の評価方法ならびに社債発行差金の処理方法が変更され，経常利益が19,889
百万円増加したことから，税金等調整前当期純損益へ同額の影響となった。
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　経常利益への影響を分析したと同様に，税金等調整前当期純損益への影響が
プラスかマイナスかを基準に対象企業を２分して，それら企業群の売上高から
当期純利益までの会計数値について基本統計量を計算したところ，表９と表10
表９　税金等調整前当期純損益への影響がプラスの企業
（金額：百万円）
プラスの
企業
売上高・
営業収益
売上総利益 営業利益 経常利益 当期利益
企業数 673 673 673 673 673
平　均 246,062 57,316 12,416 11,789 4,686
調整平均 123,061 29,140 6,099 5,636 2,068
標準偏差 878,851 199,335 45,224 48,601 26,795
最小値 751 －124 －52,018 －52,736 －51,729
第１四分位 25,931 5,678 912 883 158
中央値 62,119 13,271 2,681 2,643 808
第３四分位 177,487 36,699 7,837 7,313 3,085
最大値 13,424,420 3,017,003 870,131 972,273 471,295
表10　税金等調整前当期純損益への影響がマイナスの企業
（金額：百万円）
マイナスの
企業
売上高・
営業収益
売上総利益 営業利益 経常利益 当期利益
企業数 965 965 965 965 965
平　均 232,280 48,449 8,822 7,763 1,081
調整平均 103,653 23,109 4,462 3,910 718
標準偏差 928,613 207,114 34,513 31,453 23,962
最小値 618 －394 －73,865 －94,057 －332,514
第１四分位 24,129 4,780 697 570 －420
中央値 54,758 11,249 2,007 1,811 389
第３四分位 135,424 31,292 5,775 5,097 1,718
最大値 14,016,370 4,686,004 777,162 686,918 365,505
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の結果を得た。
　プラスの企業群は，売上高から当期純利益までの平均，調整平均および中央
値のすべてでマイナスの企業群を上回っている。これは，経常利益への影響に
ついて観察されたことと類似している。
　貸借対照表の主要な勘定科目についてどのような特徴がみられるかを調べる
ために，金融商品に関連する科目を含めてそれらの金額を比較することにしよ
う。表11および表12に示されているように，ほとんどの科目の平均，調整平均
ならびに中央値で，プラスの企業群がマイナスの企業群よりも大きな値を示し
ている。例外は，負債合計の中央値とその他有価証券評価差額金の調整平均と
中央値である。
　経常利益への影響と比較すると，マイナスの企業群が増えており，増えた企
業については，資産規模が大きくなく，投資有価証券の計上額も多くはないこ
とがわかる。それにもかかわらず，その他有価証券評価差額金については，調
整平均と中央値でプラス企業群を超えていることは興味深い。それらの企業が
保有目的を検討してその他有価証券に分類したものの中に，含み益をかかえる
ものが多かったことが推測される。
　税金等調整前当期純損益への影響がプラスとマイナスの企業群の財務指標に
現れた相違は，経常利益への影響についてみられたことときわめて類似してい
る。表13および表14に示されているように，税金等調整前当期純損益への影響
に関しても，多くの財務指標においてプラスの企業群がマイナスの企業群に優
越している。株主資本営業利益率の平均，調整平均および中央値と株主資本経
常利益率の平均と調整平均を除くすべての収益性に関する指標で，プラス企業
群が上回っている。株主資本利益率については，プラス企業群が大差をつけて
おり，売上高に関する収益性でもマイナスの企業群を上回っていることを考え
ると，株主資本比率の相対的な低さが，経常利益率までの株主資本収益性にお
けるマイナス企業群の優位性をもたらしたのであろう。さらにここでも，安定
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性に関する指標においてプラスの企業群が優越しており，プラスの企業群は規
模の上で優越しているばかりではないことが示されている。
表11　税金等調整前当期純損益への影響がプラスの企業
（金額：百万円）
プラスの
企業
有価証券
投資
有価証券
資産合計 負債合計
その他有価証
券評価差額金
資本合計
企業数 436 668 673 673 562 673
平均値 10,230 23,991 296,324 196,174 3,643 94,377
調整平均 4,303 8,727 141,641 84,334 614 49,257
標準偏差 55,950 117,137 1,049,265 717,790 28,293 359,819
最小値 1 1 2,487 421 －5,458 －1,373
第１四分位 151 1,165 29,738 13,071 －51 11,939
中央値 1,322 3,392 62,939 32,360 42 26,845
第３四分位 6,014 11,441 179,238 96,024 559 63,030
最大値 1,033,782 1,856,484 17,519,430 10,061,720 558,673 7,114,567
表12　税金等調整前当期純損益への影響がマイナスの企業
（金額：百万円）
マイナスの
企業
有価証券
投資
有価証券
資産合計 負債合計
その他有価証
券評価差額金
資本合計
企業数 583 962 965 965 667 965
平均値 5,699 16,097 238,701 176,002 3,136 59,954
調整平均 2,369 7,181 115,263 73,898 1,093 34,254
標準偏差 22,972 63,953 702,479 577,364 12,387 175,293
最小値 1 1 373 88 －14,242 －297,431
第１四分位 72 934 24,690 13,363 －2 7,726
中央値 516 2,601 56,381 33,312 112 18,258
第３四分位 3,153 8,512 144,749 88,953 974 43,867
最大値 388,429 1,416,087 8,045,087 6,971,681 179,653 3,314,845
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表13　税金等調整前当期純損益への影響がプラスの企業
財務指標
株主資本
営業利益率
（％）
株主資本
経常利益率
（％）
固定資産
回転率
（回）
有形固定
資産回転率
（回）
流動資産
回転日数
（日）
棚卸資産
回転日数
（日）
売上高
原価率
（％）
売上高
販管費率
（％）
使用総資本
営業利益率
（％）
企業数 671 671 671 671 671 661 668 671 671
平均値 14.04% 11.92% 3.00 8.99 261.08 51.53 74.36% 19.91% 4.85%
調整平均 11.77% 11.17% 2.48 4.41 222.25 44.96 75.82% 18.67% 4.54%
標準偏差 26.40% 15.58% 3.82 49.03 308.24 53.66 15.66% 12.86% 4.72%
最小値 －56.73% －104.30% 0.09 0.10 28.64 0.15 6.06% 1.66% －18.29%
第１四分位 5.53% 5.44% 1.44 2.18 154.18 19.61 68.66% 11.11% 2.16%
中央値 10.76% 10.53% 2.13 3.29 209.68 39.50 77.52% 17.12% 3.95%
第３四分位 17.29% 16.22% 3.19 5.45 281.94 67.09 85.09% 24.71% 6.48%
最大値 489.16% 229.88% 56.33 1,117.29 4,290.34 476.32 116.38% 96.43% 34.70%
財務指標
使用総資本
経常利益率
（％）
使用総資本
利益率
（％）
売上高
総利益率
（％）
売上高
営業利益率
（％）
売上高
経常利益率
（％）
当座比率
（％）
流動比率
（％）
固定比率
（％）
固定長期
適合率
（％）
企業数 671 671 671 671 671 671 671 671 671
平均値 4.85% 1.44% 25.97% 6.06% 5.91% 128.69% 173.36% 193.13% 81.88%
調整平均 4.52% 1.55% 24.34% 5.23% 5.16% 114.09% 157.52% 126.29% 78.29%
標準偏差 5.01% 4.23% 16.39% 8.07% 9.84% 108.47% 121.02% 600.88% 41.65%
最小値 －18.54% －40.92% －16.51% －51.93% －136.62% 4.16% 28.35% 3.34% 2.87%
第１四分位 1.96% 0.34% 14.97% 2.10% 1.89% 69.72% 104.86% 68.83% 57.38%
中央値 3.95% 1.43% 22.48% 4.16% 3.91% 98.81% 140.79% 97.39% 75.10%
第３四分位 6.64% 2.99% 31.36% 7.57% 7.66% 150.55% 196.87% 162.63% 97.58%
最大値 35.84% 19.65% 100.00% 69.00% 71.26% 1004.72% 1078.25% 12888.78% 413.68%
財務指標
株主資本
比率
（％）
負債比率
（％）
インタレスト
カバレッジ
（倍）
株主資本
利益率
（％）
売上高
利益率
（％）
使用総資本
回転率
（回）
財務
レバレッジ
（倍）
有価証券／
流動資産
投資有価証券
／資産合計
企業数 671 671 647 671 671 671 671 434 666
平均値 43.64% 323.40% 76.89 1.91% 1.24% 1.04 4.27 8.42% 6.96%
調整平均 43.41% 177.32% 26.73 3.32% 1.81% 0.99 2.80 6.93% 6.15%
標準偏差 20.41% 1224.58% 341.25 24.73% 20.88% 0.62 12.27 11.88% 6.79%
最小値 0.42% 4.63% －169.00 －553.32% －517.84% 0.05 1.05 0.00% 0.00%
第１四分位 28.97% 70.83% 3.68 1.09% 0.31% 0.69 1.71 0.31% 2.52%
中央値 42.58% 131.45% 9.12 3.80% 1.43% 0.91 2.35 3.26% 5.15%
第３四分位 58.32% 240.85% 30.35 6.99% 3.58% 1.23 3.45 12.02% 9.11%
最大値 95.57% 23905.43% 5915.00 117.16% 39.08% 5.59 240.45 74.40% 60.78%
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表14　税金等調整前当期純損益への影響がマイナスの企業
財務指標
株主資本
営業利益率
（％）
株主資本
経常利益率
（％）
固定資産
回転率
（回）
有形固定
資産回転率
（回）
流動資産
回転日数
（日）
棚卸資産
回転日数
（日）
売上高
原価率
（％）
売上高
販管費率
（％）
使用総資本
営業利益率
（％）
企業数 951 951 951 951 951 934 944 949 951
平均値 20.55% 12.78% 2.76 6.57 238.92 50.22 75.27% 20.54% 4.18%
調整平均 13.05% 11.21% 2.28 3.84 206.50 45.29 76.76% 18.86% 4.01%
標準偏差 79.34% 39.62% 3.17 31.36 371.81 46.03 15.52% 15.27% 4.55%
最小値 －130.65% －336.13% 0.12 0.13 23.58 0.09 2.93% 1.25% －20.30%
第１四分位 5.78% 5.07% 1.36 1.96 141.69 19.85 69.12% 10.75% 1.87%
中央値 11.34% 10.25% 1.99 3.01 201.38 39.77 78.96% 16.76% 3.56%
第３四分位 19.33% 16.73% 2.90 4.79 267.26 65.43 85.92% 24.79% 5.92%
最大値 1649.33% 694.04% 34.47 903.00 7,305.87 495.95 99.94% 153.57% 52.12%
財務指標
使用総資本
経常利益率
（％）
使用総資本
利益率
（％）
売上高
総利益率
（％）
売上高
営業利益率
（％）
売上高
経常利益率
（％）
当座比率
（％）
流動比率
（％）
固定比率
（％）
固定長期
適合率
（％）
企業数 951 951 951 951 951 951 951 951 950
平均値 3.93% 0.18% 25.29% 4.79% 4.42% 109.34% 147.61% 357.71% 92.66%
調整平均 3.75% 0.54% 23.54% 4.51% 4.16% 98.11% 135.57% 185.71% 87.82%
標準偏差 4.78% 5.65% 16.75% 6.33% 6.52% 93.85% 106.79% 1524.32% 50.84%
最小値 －25.65% －75.17% 0.06% －64.80% －60.41% 6.03% 7.55% 6.39% 3.36%
第１四分位 1.47% －1.17% 14.10% 1.73% 1.49% 59.15% 93.21% 83.18% 63.91%
中央値 3.08% 0.79% 21.07% 3.85% 3.33% 87.23% 120.23% 130.91% 85.61%
第３四分位 5.78% 2.41% 31.06% 6.62% 6.38% 126.16% 169.09% 243.12% 107.75%
最大値 53.73% 55.18% 100.00% 40.87% 40.21% 1176.89% 1404.59% 36541.49% 692.22%
財務指標
株主資本
比率
（％）
負債比率
（％）
インタレスト
カバレッジ
（倍）
株主資本
利益率
（％）
売上高
利益率
（％）
使用総資本
回転率
（回）
財務
レバレッジ
（倍）
有価証券／
流動資産
投資有価証券
／資産合計
企業数 951 951 930 951 951 951 951 579 948
平均値 37.14% 660.60% 103.84 －3.74% 0.05% 1.02 7.66 5.70% 6.56%
調整平均 36.57% 282.41% 16.66 0.00% 0.60% 0.98 3.86 4.38% 5.80%
標準偏差 21.19% 3028.35% 1022.21 200.63% 7.71% 0.54 30.34 9.18% 6.46%
最小値 0.16% 5.71% －336.33 －2644.30% －102.57% 0.05 1.06 0.00% 0.05%
第１四分位 21.11% 91.10% 2.31 －4.27% －1.20% 0.70 1.94 0.21% 2.60%
中央値 35.57% 179.14% 5.71 2.55% 0.81% 0.89 2.81 1.37% 4.71%
第３四分位 51.62% 366.59% 18.87 6.44% 2.58% 1.21 4.74 6.85% 8.50%
最大値 94.59% 60554.36% 25343.00 4474.60% 42.18% 5.66 606.54 53.00% 69.25%
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　しかし，総資産に占める投資有価証券の割合については，経常利益への影響
の分析結果と異なり，プラスの企業群がマイナスの企業群よりも高くなってい
る。すなわち，税金等調整前当期純損益への影響がプラスとなった企業群は，
有価証券も投資有価証券も相対的に多く保有しているのである。
９．その他有価証券評価差額の計上：連結財務諸表の注記からの分析
　強制適用される１年前に，その他有価証券評価差額金を貸借対照表の資本の
部に計上した企業は，1,545社にのぼった。しかし，そのうちの12社は海外の
会計基準を海外子会社に適用したことにより計上した企業であり，親会社によ
るその他有価証券への基準の適用は翌期に実施し，当期には評価差額金相当額
を注記するにとどめている。したがって，わが国における金融商品に係る会計
基準を前倒しで適用し，その他有価証券評価差額金を資本の部に計上した企業
は，2,140社のうち1,533社ということになる。
　表15に示されているように，その他有価証券評価差額金の平均および中央値
はともに正の値を示している。平均は巨額の値を計上した企業の影響を受け
て，中央値からかなり離れた値となっている。第１四分位値が－11百万円であ
ることから，1,545社の25％を超える企業が負の評価差額金を計上することに
表15　その他有価証券評価差額金
（金額：百万円）
社　数 1,545
平　均 3,818
中央値 82
最小値 －14,232
第１四分位値 －11
第３四分位値 848
最大値 558,673
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なるにもかかわらず，早期に適用したことがわかる。
　最大のマイナスの金額を計上した企業はエス・バイ・エルであり，金額は－
14,232百万円であった。この金額は，負債，少数株主持分及び負債合計224,941
百万円に対して，－6.3％の構成比率になっている。連結財務諸表の注記は，
以下のとおり記述されている。
「当連結会計年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基
準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成11年１月22日））を適用
し，有価証券の評価方法，デリバティブの評価方法，貸倒引当金の計上基
準，会員権の評価方法について変更しております。この結果，従来の方法
によった場合と比較して，経常利益は38百万円増加し，税金等調整前当期
純利益は196百万円減少し，総資産は13,377百万円減少しております。
　また，期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し，満期保有目的
の債券及びその他有価証券に含まれている債券のうち１年以内に満期の到
来するものは流動資産の有価証券として，それ以外は投資有価証券として
表示しております。その結果，期首時点において流動資産の有価証券は
17,398百万円減少し，投資有価証券は17,398百万円増加しております。」
　エス・バイ・エルは，昭和26年６月に設立され，昭和48年９月に大阪証券取
引所第２部に上場された企業である。昭和56年４月に1,513百万円であった資
本金は，昭和63年７月には8,771百万円へと増加し，その後も増資を繰り返す
ことにより平成５年３月には20,533百万円にまで膨らんでいる。昭和60年３月
期の売上高は37,555百万円，当期純利益449百万円の規模であったが，平成元
年３月期には売上高95,282百万円，当期純利益2.605百万円に，そして平成３年
３月期には売上高120,767百万円，当期純利益3,580百万円にまで業績を拡大さ
せている。こうした拡大の時期に，高い株式を購入し，株式の持ち合いを進め
てきたために，バブル経済が崩壊し，株価が低落した後には多額の含み損を抱
える結果になったのであろう。貸借対照表に計上されている投資有価証券をみ
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ると，昭和63年３月期の6,811百万円から増え続け，平成５年３月期には27,596
百万円にまで増大していたのである。
　最も多額のプラスを計上した企業は豊田自動織機であり，金額は558,673百
万円であった。この金額は，負債，少数株主持分及び負債合計1,869,642百万円
の29.9％にまで達する金額である。豊田自動織機は，豊田佐吉発明の「自動織
機」を製造するために大正15年11月に設立され，昭和24年５月に東京，名古屋
および大阪の各証券取引所に上場を果たした企業である。時価と比べて，きわ
めて低い価格で取得した株式を大量に保有していた状況が想像される。実際に
貸借対照表に計上されている投資有価証券をみると，昭和60年３月期の13,242
百万円から，平成５年３月期には60,910百万円，平成12年３月期には191,201百
万円へと増加の一途をたどり，それが時価評価された平成13年３月期には
1,145,176百万円にまで膨れ上がったのである。
　その他有価証券評価差額金がプラスの企業とマイナスの企業とでは，どのよ
うな違いがみられるのであろうか。前節までの分析と同様に，２つの企業群に
分けて基本統計量を比較することにしよう。プラスの企業は1,021社，マイナ
スの企業は461社である。
　表16と表17を比較すると，プラスの企業群は，売上高から当期利益までの収
益および利益について，平均，調整平均および中央値のすべてでマイナスの企
業群をはるかに上回っていることがわかる。
　また，表18と表19は，プラスの企業群が，資産，負債および資本について，
平均，調整平均および中央値のすべてでマイナスの企業群を大きく上回ってい
ることを示している。明らかに，プラスの企業群はマイナスの企業群に比べて，
規模がはるかに大きいといえる。企業規模については，M&A等による事業の
拡大を除けば，一般的に，事業活動を継続させてきた期間的な長さに比例する
ところもかなりあるであろう。その意味では，社歴が長く，規模の大きくなっ
た企業に含み益が蓄積され，時価評価を求める会計基準の適用によって，潜在
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表16　その他有価証券評価差額金がプラスの企業
（金額：百万円）
プラスの
企業
売上高・
営業収益
売上総利益 営業利益 経常利益
特別利益
合計
特別損失
合計
税金等調
整前当期
純利益
当期利益
企業数 1,003 1,003 1,003 1,003 860 962 1,003 1,003
平均値 367,933 88,292 18,626 16,455 7,739 11,402 12,154 6,263
調整平均 168,699 38,465 8,850 7,852 2,155 5,129 4,788 2,468
標準偏差 1,238,536 444,357 64,701 57,796 39,069 37,276 65,112 34,613
最小値 570 －154 －73,865 －94,057 1 1 －407,289 －278,139
第１四分位 28,123 5,735 935 948 59 433 101 15
中央値 70,142 15,486 3,147 2,924 366 1,433 1,470 802
第３四分位 218,137 47,979 10,268 9,901 2,141 6,744 6,216 3,336
最大値 14,016,370 11,414,180 898,343 972,273 684,472 528,674 1,169,243 471,295
表17　その他有価証券評価差額金がマイナスの企業
（金額：百万円）
マイナスの
企業
売上高・
営業収益
売上総利益 営業利益 経常利益
特別利益
合計
特別損失
合計
税金等調
整前当期
純利益
当期利益
企業数 449 449 449 449 372 446 449 449
平均値 99,974 26,251 5,066 4,546 1,876 4,400 1,730 612
調整平均 66,428 16,522 3,136 2,830 527 1,815 1,527 798
標準偏差 215,123 63,587 12,320 11,355 11,026 21,882 19,266 18,019
最小値 683 －124 －5,136 －5,075 1 1 －296,350 －332,514
第１四分位 18,331 4,140 611 517 27 250 －48 －146
中央値 38,295 9,118 1,536 1,488 118 733 773 422
第３四分位 85,855 22,521 4,320 4,062 533 2,232 2,718 1,504
最大値 2,498,877 893,703 149,950 148,508 163,600 415,878 145,619 95,309
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表18　その他有価証券評価差額金がプラスの企業
（金額：百万円）
プラスの
企業
流動資産
合計
有価証券
固定資産
合計
投資有価
証券
資産合計 負債合計
その他有
価証券評
価差額金
資本合計
企業数 1,003 648 1,003 996 1,003 1,003 1,021 1,003
平均値 203,251 12,200 242,274 31,032 445,559 312,705 5,863 124,679
調整平均 94,822 4,723 98,431 13,655 207,289 129,041 2,038 63,878
標準偏差 654,531 54,574 944,928 116,247 1,427,356 1,044,374 26,374 420,296
最小値 508 1 98 5 1,258 185 0 －1,373
第１四分位 15,056 151 12,296 1,261 31,434 14,510 71 12,227
中央値 36,877 1,330 32,344 4,022 72,122 40,663 360 29,042
第３四分位 117,705 6,611 104,370 15,775 236,973 133,613 2,018 80,768
最大値 8,679,097 1,033,782 17,591,320 1,856,484 21,214,150 12,891,680 558,673 7,114,567
表19　その他有価証券評価差額金がマイナスの企業
（金額：百万円）
マイナスの
企業
流動資産
合計
有価証券
固定資産
合計
投資有価
証券
資産合計 負債合計
その他有
価証券評
価差額金
資本合計
企業数 449 265 449 446 449 449 461 449
平均値 58,413 2,999 55,819 5,908 114,249 77,025 －252 36,101
調整平均 37,288 1,634 33,679 3,259 72,457 40,887 －135 24,344
標準偏差 127,708 7,373 140,666 18,390 253,542 221,727 844 77,464
最小値 783 1 522 1 2,424 349 －14,232 －297,431
第１四分位 10,129 100 7,914 526 20,162 10,007 －204 7,055
中央値 20,276 503 18,361 1,397 42,399 20,819 －61 15,243
第３四分位 45,759 2,537 43,766 4,014 91,646 52,591 －18 33,929
最大値 1,608,030 55,681 1,838,052 309,026 2,945,274 2,840,519 －0 652,322
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表20　その他有価証券評価差額金がプラスの企業
財務指標
株主資本
営業利益率
（％）
株主資本
経常利益率
（％）
固定資産
回転率
（回）
有形固定
資産回転率
（回）
流動資産
回転日数
（日）
棚卸資産
回転日数
（日）
売上高
原価率
（％）
売上高
販管費率
（％）
使用総資本
営業利益率
（％）
企業数 997 997 997 997 997 972 991 989 997
平均値 14.36% 11.94% 2.87 8.09 337.18 46.83 75.06% 19.86% 4.69%
調整平均 12.66% 11.74% 2.41 4.22 207.38 42.35 76.52% 18.35% 4.47%
標準偏差 20.75% 17.99% 3.43 44.93 2,989.52 42.40 15.60% 14.50% 4.56%
最小値 －106.81% －336.13% 0.09 0.10 28.26 0.09 2.93% 0.85% －18.29%
第１四分位 6.36% 6.41% 1.37 2.05 140.32 18.85 68.99% 10.42% 2.19%
中央値 11.50% 11.01% 2.07 3.26 198.51 38.05 78.43% 16.48% 3.95%
第３四分位 18.30% 16.52% 3.06 5.28 268.99 61.50 85.89% 24.25% 6.28%
最大値 245.57% 150.54% 56.33 1,117.29 94,102.95 433.67 107.62% 153.57% 52.12%
財務指標
使用総資本
経常利益率
（％）
使用総資本
利益率
（％）
売上高
総利益率
（％）
売上高
営業利益率
（％）
売上高
経常利益率
（％）
当座比率
（％）
流動比率
（％）
固定比率
（％）
固定長期
適合率
（％）
企業数 997 997 997 997 997 997 997 997 997
平均値 4.61% 1.04% 25.40% 5.70% 5.51% 118.77% 158.62% 208.22% 84.47%
調整平均 4.37% 1.24% 23.70% 5.23% 5.02% 107.50% 146.99% 147.37% 81.79%
標準偏差 4.83% 4.25% 16.60% 7.23% 7.44% 94.36% 104.13% 456.12% 41.20%
最小値 －18.54% －29.62% －7.62% －64.80% －60.41% 5.56% 19.34% 9.14% 6.67%
第１四分位 1.96% 0.05% 14.19% 2.13% 1.93% 66.28% 99.85% 74.26% 60.42%
中央値 3.818% 1.26% 21.64% 4.22% 3.93% 96.09% 131.93% 114.65% 80.07%
第３四分位 6.54% 2.94% 31.19% 7.56% 7.43% 138.73% 184.80% 189.93% 101.89%
最大値 53.73% 16.07% 100.00% 45.01% 44.02% 1248.31% 1303.37% 8581.15% 692.22%
財務指標
株主資本
比率
（％）
負債比率
（％）
インタレスト
カバレッジ
（倍）
株主資本
利益率
（％）
売上高
利益率
（％）
使用総資本
回転率
（回）
財務
レバレッジ
（倍）
有価証券／
流動資産
投資有価証券
／資産合計
企業数 997 997 968 997 997 997 997 645 990
平均値 40.63% 342.30% 116.13 -0.25% 1.24% 1.033 4.47 7.38% 7.60%
調整平均 40.27% 207.98% 25.67 2.51% 1.52% 0.984 3.11 5.92% 6.74%
標準偏差 20.23% 926.29% 972.20 26.12% 6.81% 0.58 9.38 10.77% 7.42%
最小値 0.88% 12.06% －336.33 －311.51% －71.93% 0.00 1.12 0.00% 0.02%
第１四分位 25.06% 79.64% 3.29 0.24% 0.04% 0.70 1.82 0.29% 2.93%
中央値 38.88% 154.11% 9.15 3.64% 1.26% 0.91 2.57 2.32% 5.39%
第３四分位 54.81% 296.43% 29.50 6.94% 3.54% 1.24 3.99 10.91% 10.01%
最大値 89.10% 11220.27% 23832.50 199.69% 22.57% 5.66 113.20 74.40% 69.25%
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表21　その他有価証券評価差額金がマイナスの企業
財務指標
株主資本
営業利益率
（％）
株主資本
経常利益率
（％）
固定資産
回転率
（回）
有形固定
資産回転率
（回）
流動資産
回転日数
（日）
棚卸資産
回転日数
（日）
売上高
原価率
（％）
売上高
販管費率
（％）
使用総資本
営業利益率
（％）
企業数 445 445 445 445 445 443 444 445 445
平均値 23.36% 15.75% 2.79 7.11 241.26 54.62 72.61% 21.87% 4.82%
調整平均 13.06% 11.87% 2.33 4.12 216.82 47.01 73.90% 20.55% 4.66%
標準偏差 102.42% 42.50% 3.26 26.51 234.49 58.50 15.71% 13.80% 4.95%
最小値 －85.71% －98.38% 0.10 0.14 28.64 0.18 14.54% 1.77% －20.30%
第１四分位 5.60% 5.14% 1.35 1.97 141.36 19.40 66.87% 12.76% 2.05%
中央値 11.04% 10.53% 2.04 3.17 212.19 40.25 76.04% 19.10% 4.05%
第３四分位 19.80% 17.80% 3.11 5.08 279.18 67.61 83.12% 26.64% 6.87%
最大値 1649.33% 694.04% 40.57 490.58 3,909.81 476.32 116.38% 96.43% 23.59%
財務指標
使用総資本
経常利益率
（％）
使用総資本
利益率
（％）
売上高
総利益率
（％）
売上高
営業利益率
（％）
売上高
経常利益率
（％）
当座比率
（％）
流動比率
（％）
固定比率
（％）
固定長期
適合率
（％）
企業数 445 445 445 445 445 445 445 445 444
平均値 4.68% 0.93% 27.55% 5.68% 5.28% 125.96% 171.11% 312.84% 89.07%
調整平均 4.52% 1.17% 26.19% 5.20% 4.93% 108.73% 152.21% 148.44% 82.73%
標準偏差 5.21% 4.87% 16.06% 7.66% 10.12% 123.89% 140.30% 1252.59% 55.04%
最小値 －19.81% －40.92% －16.51% －51.93% －136.62% 4.16% 7.55% 5.48% 5.38%
第１四分位 1.72% －0.16% 16.88% 1.99% 1.74% 61.71% 96.86% 70.28% 57.21%
中央値 3.824% 1.09% 23.97% 4.38% 3.77% 91.10% 130.93% 109.21% 81.04%
第３四分位 6.77% 2.93% 33.20% 7.66% 7.56% 148.25% 196.31% 177.31% 103.37%
最大値 25.67% 15.10% 100.00% 52.71% 57.04% 1112.42% 1396.13% 16332.21% 544.01%
財務指標
株主資本
比率
（％）
負債比率
（％）
インタレスト
カバレッジ
（倍）
株主資本
利益率
（％）
売上高
利益率
（％）
使用総資本
回転率
（回）
財務
レバレッジ
（倍）
有価証券／
流動資産
投資有価証券
／資産合計
企業数 445 445 429 445 445 445 445 263 442
平均値 42.87% 626.90% 143.44 11.27% 0.06% 1.030 7.30 7.21% 5.07%
調整平均 42.66% 210.19% 25.68 2.28% 1.24% 0.983 3.13 5.58% 4.41%
標準偏差 22.11% 3589.91% 1279.02 212.90% 25.41% 0.55 35.92 11.64% 5.06%
最小値 0.16% 4.63% －254.00 －112.06% －517.84% 0.08 1.05 0.00% 0.00%
第１四分位 27.65% 67.21% 2.60 －0.99% －0.22% 0.67 1.67 0.27% 1.80%
中央値 41.17% 141.01% 7.54 3.37% 1.07% 0.92 2.43 1.68% 3.63%
第３四分位 59.81% 255.54% 23.65 7.45% 3.41% 1.23 3.62 8.26% 6.43%
最大値 95.57% 60554.36% 25343.00 4474.60% 33.90% 4.48 606.54 63.20% 32.96%
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化していたその値が貸借対照表に現れることになったといえよう。
　それでは，その他有価証券評価差額金がプラスの企業群とマイナスの企業群
との間に，財務指標についてどのような相違があるかをみることにしよう。第
１に，表20と表21に示されているように，株主資本収益性のうち営業利益率と
経常利益率については，平均と調整平均で，利益率については平均で，マイナ
スの企業群がそれぞれ優っているが，それらすべての中央値では，プラスの企
業群が優っている。第２に，売上高収益性に関する指標については，総利益率
でマイナスの企業群に譲るが，経常利益率と純利益率ではプラスの企業群が差
を広げている。
　第３に，安定性については，指標によって優劣が分かれている。株主資本比
率をみる限り，マイナスの企業群が平均，調整平均および中央値のすべてで
優っている。第４に，流動資産に占める有価証券の割合と総資産に占める投資
有価証券の割合については，いずれもプラスの企業群が高くなっている。評価
差額金がプラスであれば，投資有価証券はそれに応じて評価額が高くなるの
で，割合も高くなるのは当然の帰結であろう。
10．評価差額金相当額の注記：連結財務諸表の注記からの分析
　連結貸借対照表の資本の部にその他有価証券評価差額金を計上していない企
業については，平成12年大蔵省令第９号附則第３項によりその他有価証券に係
る連結貸借対照表計上額等の注記に掲載されている評価差額金相当額を調べ，
その値を分析の対象とすることができる。
　その他有価証券に対する金融商品に係る会計基準を１期前に適用せずに，注
記にとどめた566社について，評価差額金相当額の基本統計量を計算したとこ
ろ，表22の結果が得られた。
　最大のマイナス金額を注記した企業は東日本旅客鉄道であり，金額は－
28,581百万円であった。連結財務諸表に注記されている記述は，以下のとおり
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である。
「１　当連結会計年度から，金融商品に係る会計基準 ( 金融商品に係る会
計基準の設定に関する意見書 ( 企業会計審議会　平成11年１月22日 )) を適
用しております。なお，この変更による影響額は軽微であります。
　また，期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し，その他有価証
券のうち預金と同様の性格を有するもの，満期保有目的債券およびその他
有価証券に含まれている債券のうち１年内に満期の到来するものは流動資
産の「有価証券」として，それら以外は「投資有価証券」として表示して
おります。その結果，流動資産の「有価証券」は2,331百万円減少し，「投
資有価証券」は2,331百万円増加しております。
２　当連結会計年度においては，その他有価証券のうち時価のあるものに
ついて，時価評価を行っておりません。
　なお，平成12年大蔵省令第９号附則第３項によるその他有価証券に係る
連結貸借対照表計上額等は，次のとおりであります。
　評価差額金相当額については，持分法適用会社における評価差額金相当
額のうち持分相当額も含めて表示しております。
　連結貸借対照表計上額　153,701百万円
　時価　104,099百万円
　評価差額金相当額　△28,581百万円
　繰延税金資産相当額　20,718百万円
　少数株主持分相当額　199百万円」
　評価差額金相当額が巨額のマイナスにのぼったのは，1987年４月に日本国有
鉄道の事業等を７社で引き継いで設立された歴史の浅い当社の保有するその他
有価証券には，株価の高い時期に取得したものが多いためではないだろうか。
貸借対照表に計上されている投資有価証券をみると，平成５年３月期には
92,428百万円，平成13年３月期には293,259百万円へと増加の一途をたどるが，
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時価評価が義務づけられた平成14年３月期には161,195百万円という評価額に
まで減額されたのである。
　しかし，早期適用をせずに注記にとどめた平成13年３月期の損益計算書には
投資有価証券評価損を3,860百万円計上し，翌期の平成14年３月期の損益計算
書には投資有価証券評価損を89,217百万円計上するなどして，貸借対照表に計
上したその他有価証券評価差額金を26,770百万円のプラスに変えている。早期
に適用していれば巨額のマイナスとして計上せざるを得なかった評価差額を，
大幅な含み損を抱える有価証券の減損処理を行うなどして，１期後にはプラス
に転換していることがわかる。
　最大のプラスの金額を注記した企業は富士電機であり，金額は209,645百万
円であった。富士電機の連結財務諸表に掲載された注記は，以下のとおりであ
る。
　　　「連結貸借対照表計上額　116,816百万円
　　　　時価　　　　　　　　　480,164百万円
　　　　評価差額金相当額　　　209,645百万円
　　　　繰延税金負債相当額　　152,969百万円
　　　　少数株主持分相当額　　　　732百万円」
表22　評価差額金相当額
（金額：百万円）
社　数 566
平　均 1,849
中央値 40
最小値 －28,581
第１四分位値 －110
第３四分位値 620
最大値 209,645
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　富士電機は古河電気工業とドイツのシーメンス社との資本・技術の提携によ
り大正12年８月に設立された古い社歴の企業であり，価格の低かった時期に取
得した有価証券が多額に保有されている状況が読み取れる。
　貸借対照表に計上されている投資有価証券をみると，昭和60年３月期には
10,116百万円，平成12年３月期には41,915百万円に，そして区分変更が行われ
た平成13年３月期には145,946百万円へと増加し，時価評価が義務づけられた
平成14年３月期には332,959百万円という評価額にまで増額されたのである。
しかし，早期適用をせずに注記にとどめた平成13年３月期の損益計算書には投
資有価証券売却益を9,885百万円，投資有価証券評価減10,442百万円および投資
有価証券売却損1,241百万円をそれぞれ計上し，翌期の平成14年３月期の損益
計算書には投資有価証券売却益15,521百万円と投資有価証券評価減5,368百万円
をそれぞれ計上している。その結果，平成14年３月期の貸借対照表に計上した
その他有価証券評価差額金は，平成13年３月期に注記された評価差額金相当額
209,645百万円よりも大幅に減少した95,493百万円の計上額になっている。早期
に適用することを控えた結果，上述のように，株主資本を小さくし，当期利益
を大きくすることにより，バランスシートと報告利益の管理を行った可能性が
うかがわれる。
　評価差額金相当額がプラスの企業とマイナスの企業とでは，どのような違い
がみられるのであろうか。前節までの分析と同様に，２つの企業群に分けて基
本統計量を比較することにしよう。表23と表24にあるとおり，プラスの企業は
315社，マイナスの企業は212社である。
　評価差額金相当額についても，その他有価証券評価差額金について観測され
たとほぼ同様のことが読み取れる。プラスの企業群は，売上高から経常利益ま
での収益および利益について，平均，調整平均および中央値のすべてでマイナ
スの企業群をはるかに上回っている。税金等調整前当期純利益と当期利益に関
しては，その最小値が示しているように，巨額の赤字に陥った企業の影響を受
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表23　評価差額金相当額がプラスの企業
（金額：百万円）
プラスの
企業
売上高・
営業収益
売上総利益 営業利益 経常利益
特別利益
合計
特別損失
合計
税金等調
整前当期
純利益
当期利益
企業数 311 311 311 311 277 307 311 311
平均値 178,898 46,265 8,242 6,238 5,028 10,219 628 －898
調整平均 121,484 26,340 4,742 3,979 2,695 5,089 1,631 650
標準偏差 337,023 151,194 26,236 18,279 13,600 32,721 29,053 23,997
最小値 2,355 －2,574 －56,123 －58,939 1 7 －296,350 －332,514
第１四分位 24,756 5,049 687 579 114 478 －351 －375
中央値 61,601 10,505 2,216 1,962 680 1,721 875 406
第３四分位 161,159 34,702 6,154 5,537 3,402 6,849 3,293 1,782
最大値 2,498,877 2,268,645 335,949 241,498 120,367 415,878 232,228 127,266
表24　評価差額金相当額がマイナスの企業
（金額：百万円）
マイナスの
企業
売上高・
営業収益
売上総利益 営業利益 経常利益
特別利益
合計
特別損失
合計
税金等調
整前当期
純利益
当期利益
企業数 208 208 208 208 193 206 208 208
平均値 134,334 28,921 5,964 3,902 2,556 5,199 1,125 242
調整平均 80,429 16,232 2,895 2,173 1,155 3,232 438 125
標準偏差 309,702 79,134 24,882 13,263 10,815 12,732 12,853 8,481
最小値 1,770 －394 －27,316 －47,436 1 4 －73,301 －66,787
第１四分位 23,253 4,047 513 235 43 458 －899 －748
中央値 48,478 9,906 1,260 922 303 1,685 328 212
第３四分位 111,560 24,017 4,253 3,661 1,260 4,905 1,423 1,091
最大値 2,546,041 823,298 323,751 133,964 127,970 137,700 124,235 69,173
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表25　評価差額金相当額がプラスの企業
（金額：百万円）
プラスの
企業
流動資産
合計
有価証券
固定資産
合計
投資有価
証券
資産合計 負債合計
その他有
価証券評
価差額金
資本合計
企業数 311 191 311 310 311 311 7 311
平均値 109,744 4,679 138,904 10,764 248,695 189,900 －63 56,433
調整平均 63,121 2,732 72,492 7,294 144,820 95,749 －63 39,165
標準偏差 335,029 12,262 427,824 21,091 615,639 554,505 343 113,521
最小値 1,178 2 707 46 2,197 800 －804 －297,431
第１四分位 13,975 94 11,712 1,009 29,728 14,626 －28 9,000
中央値 29,837 769 26,711 2,923 63,579 37,745 －2 21,978
第３四分位 97,962 4,058 83,072 9,805 169,830 101,176 86 59,049
最大値 4,560,647 130,695 5,695,330 165,943 5,919,287 5,284,807 249 939,441
表26　評価差額金相当額がマイナスの企業
（金額：百万円）
マイナスの
企業
流動資産
合計
有価証券
固定資産
合計
投資有価
証券
資産合計 負債合計
その他有
価証券評
価差額金
資本合計
企業数 208 104 208 207 208 208 5 208
平均値 69,476 3,337 96,450 8,796 165,981 132,214 9 32,694
調整平均 47,244 1,519 41,472 5,287 90,435 68,755 9 18,445
標準偏差 131,288 9,578 479,187 19,787 554,930 475,539 80 97,805
最小値 700 1 750 31 2,752 677 －119 －2,584
第１四分位 12,071 59 11,400 1,000 26,865 17,865 －2 5,153
中央値 25,674 201 24,729 2,773 54,187 34,538 14 11,787
第３四分位 66,532 1,712 57,639 7,708 129,595 106,881 66 27,636
最大値 1,141,377 72,497 6,684,740 160,384 7,247,088 6,294,498 87 943,505
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表27　評価差額金相当額がプラスの企業
財務指標
株主資本
営業利益率
（％）
株主資本
経常利益率
（％）
固定資産
回転率
（回）
有形固定
資産回転率
（回）
流動資産
回転日数
（日）
棚卸資産
回転日数
（日）
売上高
原価率
（％）
売上高
販管費率
（％）
使用総資本
営業利益率
（％）
企業数 308 308 308 308 308 303 304 307 308
平均値 11.24% 9.28% 2.72 5.60 345.43 52.52 77.96% 18.73% 3.49%
調整平均 10.84% 9.33% 2.21 3.67 208.41 47.77 79.11% 17.12% 3.42%
標準偏差 20.36% 19.77% 3.20 11.93 1,654.67 51.68 12.60% 13.64% 4.01%
最小値 －92.09% －91.37% 0.16 0.17 33.40 0.15 6.95% 2.79% －17.35%
第１四分位 4.71% 3.92% 1.30 1.86 147.34 21.76 73.91% 10.52% 1.72%
中央値 9.99% 9.14% 2.00 2.87 203.21 44.98 80.50% 15.58% 3.05%
第３四分位 16.18% 14.48% 2.90 4.40 270.47 71.46 85.90% 22.79% 5.09%
最大値 255.97% 255.97% 30.72 120.20 27,955.64 646.11 102.00% 99.96% 34.70%
財務指標
使用総資本
経常利益率
（％）
使用総資本
利益率
（％）
売上高
総利益率
（％）
売上高
営業利益率
（％）
売上高
経常利益率
（％）
当座比率
（％）
流動比率
（％）
固定比率
（％）
固定長期
適合率
（％）
企業数 308 308 308 308 308 308 308 308 308
平均値 3.37% -0.03% 23.05% 4.38% 4.29% 104.19% 144.51% 212.50% 89.12%
調整平均 3.26% 0.46% 21.24% 3.96% 3.66% 93.61% 132.05% 175.84% 86.80%
標準偏差 4.29% 5.27% 15.33% 6.76% 8.28% 83.88% 97.27% 275.26% 38.05%
最小値 －18.19% －49.93% －2.00% －22.20% －23.28% 4.32% 35.98% 3.34% 2.87%
第１四分位 1.22% －0.90% 14.33% 1.65% 1.45% 59.54% 90.87% 86.56% 65.41%
中央値 2.91% 0.83% 19.83% 3.54% 3.07% 85.86% 118.38% 131.83% 85.05%
第３四分位 5.07% 2.10% 26.68% 5.98% 5.68% 122.04% 165.16% 242.88% 106.81%
最大値 35.84% 19.65% 100.00% 69.00% 85.60% 781.65% 812.03% 3487.09% 335.66%
財務指標
株主資本
比率
（％）
負債比率
（％）
インタレスト
カバレッジ
（倍）
株主資本
利益率
（％）
売上高
利益率
（％）
使用総資本
回転率
（回）
財務
レバレッジ
（倍）
有価証券／
流動資産
投資有価証券
／資産合計
企業数 308 308 303 308 308 308 308 190 307
平均値 36.46% 390.53% 25.09 －4.51% 0.01% 1.01 4.94 5.96% 5.85%
調整平均 35.84% 255.90% 10.57 －0.15% 0.54% 0.96 3.59 4.73% 5.30%
標準偏差 19.17% 1532.43% 89.14 34.69% 7.44% 0.58 15.34 9.24% 4.97%
最小値 0.38% 13.68% －26.79 －451.85% －62.55% 0.01 1.15 0.00% 0.35%
第１四分位 21.89% 100.26% 1.93 －2.33% －0.84% 0.70 2.02 0.28% 2.69%
中央値 35.14% 184.25% 5.29 2.78% 0.95% 0.89 2.85 1.58% 4.71%
第３四分位 49.53% 355.36% 12.64 5.49% 2.39% 1.17 4.57 7.72% 7.66%
最大値 86.96% 26410.57% 975.50 31.64% 39.08% 5.28 265.33 47.87% 39.11%
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表28　評価差額金相当額がマイナスの企業
財務指標
株主資本
営業利益率
（％）
株主資本
経常利益率
（％）
固定資産
回転率
（回）
有形固定
資産回転率
（回）
流動資産
回転日数
（日）
棚卸資産
回転日数
（日）
売上高
原価率
（％）
売上高
販管費率
（％）
使用総資本
営業利益率
（％）
企業数 203 203 203 203 203 203 203 203 203
平均値 24.72% 12.51% 2.63 4.64 232.65 59.76 76.45% 19.28% 3.29%
調整平均 17.24% 11.99% 2.20 3.45 220.50 53.86 77.76% 18.14% 3.14%
標準偏差 56.62% 48.32% 3.11 7.26 141.10 52.39 15.27% 12.57% 3.37%
最小値 －130.65% －250.81% 0.16 0.18 23.58 0.16 12.45% 2.87% －7.06%
第１四分位 5.26% 3.40% 1.29 1.73 150.94 25.55 70.66% 10.25% 1.52%
中央値 12.76% 9.95% 1.88 2.80 213.90 47.14 79.55% 16.19% 2.77%
第３四分位 23.97% 16.59% 2.81 4.30 281.12 80.69 88.15% 24.19% 4.81%
最大値 453.68% 324.76% 34.47 69.45 1,406.78 353.68 101.55% 67.25% 18.21%
財務指標
使用総資本
経常利益率
（％）
使用総資本
利益率
（％）
売上高
総利益率
（％）
売上高
営業利益率
（％）
売上高
経常利益率
（％）
当座比率
（％）
流動比率
（％）
固定比率
（％）
固定長期
適合率
（％）
企業数 203 203 203 203 203 203 203 203 203
平均値 2.68% -0.35% 23.56% 4.27% 3.39% 90.75% 128.76% 519.55% 109.91%
調整平均 2.49% -0.19% 22.24% 3.87% 2.95% 78.80% 114.25% 331.37% 104.42%
標準偏差 3.56% 6.10% 15.27% 5.20% 5.25% 99.74% 120.38% 1080.68% 58.54%
最小値 －7.51% －21.68% －1.55% －9.22% －9.81% 8.79% 17.00% 22.90% 9.63%
第１四分位 0.64% －1.62% 11.85% 1.24% 0.65% 49.47% 77.94% 96.03% 70.31%
中央値 2.17% 0.38% 20.45% 3.39% 2.38% 70.15% 101.75% 215.04% 99.45%
第３四分位 4.21% 1.49% 29.34% 5.59% 4.82% 102.98% 146.44% 422.77% 130.88%
最大値 17.83% 55.18% 87.55% 30.18% 29.55% 1176.89% 1404.59% 8129.11% 453.48%
財務指標
株主資本
比率
（％）
負債比率
（％）
インタレスト
カバレッジ
（倍）
株主資本
利益率
（％）
売上高
利益率
（％）
使用総資本
回転率
（回）
財務
レバレッジ
（倍）
有価証券／
流動資産
投資有価証券
／資産合計
企業数 203 203 199 203 203 203 203 103 202
平均値 28.07% 1021.31% 12.26 －21.03% －0.47% 0.94 11.27 4.46% 6.00%
調整平均 26.67% 611.44% 6.26 －3.63% －0.23% 0.92 7.15 3.03% 5.61%
標準偏差 21.51% 2219.61% 42.22 282.71% 7.20% 0.42 22.28 8.30% 4.53%
最小値 0.60% 5.71% －104.00 －2644.30% －36.00% 0.13 1.06 0.01% 0.05%
第１四分位 10.54% 141.58% 1.28 －7.64% －1.77% 0.67 2.45 0.15% 2.78%
中央値 22.64% 335.84% 3.18 2.04% 0.44% 0.86 4.42 0.77% 4.90%
第３四分位 40.77% 845.83% 7.50 6.21% 1.88% 1.14 9.49 4.29% 8.31%
最大値 94.59% 16543.20% 412.57 2463.33% 42.18% 2.59 166.81 40.60% 26.62%
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けて，平均のみプラスの企業群が低くなっている。
　貸借対照表の科目についても，表25と表26に示されているように，その他有
価証券評価差額金におけると同様に，プラスの企業群が，資産，負債および資
本において，平均，調整平均および中央値のすべてでマイナスの企業群をはる
かに上回っている。明らかに，ここでもプラスの企業群はマイナスの企業群に
比べて規模がはるかに大きいといえるので，企業規模と含み益との関係に関す
る前述の議論が当てはまると考えられる。
　財務指標について表27と表28とを比較しながら，両企業群の相違点をみてい
くことにしよう。株主資本を分母とする収益性では，営業利益率と経常利益率
まではマイナス企業群が優っているが，純利益率になるとプラス企業群に超さ
れている。使用総資本を分母とする収益性では，営業利益率，経常利益率さら
には純利益率でプラス企業群が凌駕している。この点は，マイナス企業群がプ
ラス企業群に比して，売上高を分母とする収益性が低いばかりでなく，株主資
本比率が低く，負債比率が高いこととから説明され得る。売上高を分母とする
収益性については，総利益率でマイナス企業群が優位であるが，営業利益率，
経常利益率そして純利益率ではプラス企業群が差を広げている。また，流動比
率や固定比率などの安全性に関する財務指標でも，プラス企業群が優位に立っ
ている。
　また，流動資産に占める有価証券の割合はプラス企業群が大きく，総資産に
占める投資有価証券の割合はマイナス企業群が大きい。しかし，それらの差は
概して小さい。
11．計上企業と注記企業の比較
　前節までの分析は，その他有価証券について会計基準を適用して資本の部に
評価差額金を計上した企業群と，適用せずに評価差額相当額を注記した企業群
に対して別々に行われてきた。本節では，それら両企業群を対比し，相違点を
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浮き彫りにすることを試みよう。
　損益計算書の主要な収益および利益について，表29と表30から両企業群を比
較してみよう。第１に，計上企業は注記企業に比べて，売上高，売上総利益，
営業利益，経常利益，税金等調整前当期純利益そして当期利益において，平均，
調整平均および中央値で大きいことが示されている。特別利益の中央値はマイ
ナス企業群の計上する金額の方が大きくなっているが，特別損失の中央値も多
額になっているので，税金等調整前当期純利益の中央値では，プラス企業群が
２倍を超える値になっている。
　第２に，貸借対照表の関連主要科目についてみると，負債の中央値を除いて，
計上企業が注記企業を平均，調整平均および中央値で優っており，規模につい
ても計上企業が大きいことがわかる。しかし，流動資産，固定資産そして資産
合計について，第１四分位の値では注記企業群の方が大きいけれども，中央値
と第３四分位の値では計上企業群が大きくなっているので，規模の大きい企業
の数が相対的に計上企業に多いということになろう。
　表33と表34に示された財務指標について両者を比較すると，違いがさらに鮮
明になる。総資本を分母とする収益性については，営業利益率，経常利益率そ
して純利益率の平均，調整平均および中央値で，計上企業群が注記企業群に優
越している。売上高を分母とする収益性についても，総利益率，営業利益率，
経常利益率そして純利益率の平均，調整平均および中央値で，計上企業群が注
記企業群に優越している。
　株主資本を分母とする収益性については，営業利益率の平均のみで注記企業
群がわずかに上回っているだけであり，それを除けば計上企業群の優勢は変わ
らない。いずれを分母にする収益性であれ，営業利益率から経常利益率そして
純利益率へとボトムラインへと進むにつれて，差は拡大しているのである。
　安定性を表す財務指標については，株主資本比率や負債比率などの資本構成
に関する指標においても，流動比率や固定比率などの短期および長期の安全性
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表29　その他有価証券評価差額金を計上した企業
（金額：百万円）
計上企業
売上高・
営業収益
売上総利益 営業利益 経常利益
特別利益
合計
特別損失
合計
税金等調
整前当期
純利益
当期利益
企業数 1,456 1,456 1,456 1,456 1,236 1,412 1,456 1,456
平均値 284,545 68,994 14,402 12,746 5,951 9,165 8,910 4,504
調整平均 129,112 30,171 6,507 5,833 1,524 3,836 3,450 1,828
標準偏差 1,042,135 371,551 54,490 48,689 33,249 33,288 55,292 30,527
最小値 570 －154 －73,865 －94,057 1 1 －407,289 －332,514
第１四分位 24,867 5,197 828 771 46 345 61 －17
中央値 58,361 12,371 2,510 2,373 236 1,092 1,229 650
第３四分位 165,745 36,317 7,839 7,093 1,435 4,769 4,664 2,633
最大値 14,016,370 11,414,180 898,343 972,273 684,472 528,674 1,169,243 471,295
表30　評価差額金相当額がマイナスの企業
（金額：百万円）
注記企業
売上高・
営業収益
売上総利益 営業利益 経常利益
特別利益
合計
特別損失
合計
税金等調
整前当期
純利益
当期利益
企業数 522 522 522 522 473 516 522 522
平均値 160,342 39,189 7,289 5,268 4,047 8,217 813 －448
調整平均 101,423 21,529 3,908 3,178 1,909 4,261 1,101 436
標準偏差 325,969 127,148 25,633 16,437 12,591 26,605 23,832 19,276
最小値 1,770 －2,574 －56,123 －58,939 1 4 －296,350 －332,514
第１四分位 24,072 4,602 558 374 73 476 －598 －555
中央値 55,215 10,276 1,751 1,416 476 1,713 579 314
第３四分位 136,289 30,071 5,328 4,367 2,269 5,897 2,522 1,551
最大値 2,546,041 2,268,645 335,949 241,498 127,970 415,878 232,228 127,266
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表31　その他有価証券評価差額金を計上した企業
（金額：百万円）
計上企業
流動資産
合計
有価証券
固定資産
合計
投資有価
証券
資産合計 負債合計
その他有
価証券評
価差額金
資本合計
企業数 1,456 915 1,456 1,446 1,456 1,456 1,435 1,456
平均値 158,188 9,532 184,256 23,201 342,474 239,275 3,937 97,220
調整平均 72,402 3,635 70,030 9,335 151,516 92,629 1,040 48,915
標準偏差 551,866 46,278 792,753 97,699 1,202,666 882,169 22,143 353,823
最小値 508 1 98 1 1,258 185 －14,242 －297,431
第１四分位 13,041 125 10,811 951 26,176 12,639 －14 9,793
中央値 30,487 1,007 26,709 2,824 59,289 31,493 86 23,419
第３四分位 93,426 5,228 82,907 10,713 177,910 96,407 886 57,796
最大値 8,679,097 1,033,782 17,591,320 1,856,484 21,214,150 12,891,680 558,673 7,114,567
表32　評価差額金相当額を注記した企業
（金額：百万円）
注記企業
流動資産
合計
有価証券
固定資産
合計
投資有価
証券
資産合計 負債合計
その他有
価証券評
価差額金
資本合計
企業数 522 297 522 520 522 522 11 522
平均値 93,145 4,179 121,405 9,924 214,600 166,089 －42 46,676
調整平均 55,375 2,289 56,286 6,358 116,614 81,376 －42 29,940
標準偏差 272,139 11,356 447,908 20,534 591,330 523,155 272 107,767
最小値 700 1 707 31 2,197 677 －804 －297,431
第１四分位 13,135 80 11,503 1,001 27,949 16,577 －28 7,116
中央値 28,652 474 25,613 2,797 58,597 35,739 －2 17,004
第３四分位 79,525 3,298 72,479 8,564 154,544 106,547 51 41,880
最大値 4,560,647 130,695 6,684,740 165,943 7,247,088 6,294,498 249 943,505
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表33　その他有価証券評価差額金を計上した企業
財務指標
株主資本
営業利益率
（％）
株主資本
経常利益率
（％）
固定資産
回転率
（回）
有形固定
資産回転率
（回）
流動資産
回転日数
（日）
棚卸資産
回転日数
（日）
売上高
原価率
（％）
売上高
販管費率
（％）
使用総資本
営業利益率
（％）
企業数 1,446 1,446 1,446 1,446 1,446 1,419 1,439 1,438 1,446
平均値 17.11% 13.10% 2.85 7.78 307.34 49.29 74.30% 20.48% 4.73%
調整平均 12.72% 11.74% 2.38 4.17 210.20 43.71 75.72% 19.04% 4.52%
標準偏差 59.48% 27.95% 3.38 40.09 2,485.77 48.10 15.67% 14.31% 4.68%
最小値 －106.81% －336.13% 0.09 0.10 28.26 0.09 2.93% 0.85% －20.30%
第１四分位 6.12% 5.87% 1.36 2.04 140.52 19.07 68.18% 10.94% 2.14%
中央値 11.35% 10.89% 2.06 3.23 202.89 38.79 77.52% 17.20% 3.97%
第３四分位 18.61% 16.90% 3.10 5.22 270.57 64.16 85.13% 24.95% 6.40%
最大値 1649.33% 694.04% 56.33 1,117.29 94,102.95 476.32 116.38% 153.57% 52.12%
財務指標
使用総資本
経常利益率
（％）
使用総資本
利益率
（％）
売上高
総利益率
（％）
売上高
営業利益率
（％）
売上高
経常利益率
（％）
当座比率
（％）
流動比率
（％）
固定比率
（％）
固定長期
適合率
（％）
企業数 1,446 1,446 1,446 1,446 1,446 1,446 1,446 1,446 1,445
平均値 4.63% 1.00% 26.06% 5.69% 5.43% 120.96% 162.50% 240.05% 85.84%
調整平均 4.41% 1.21% 24.45% 5.21% 4.98% 107.73% 148.33% 146.59% 81.89%
標準偏差 4.94% 4.45% 16.46% 7.36% 8.35% 104.24% 116.47% 792.40% 45.89%
最小値 －19.81% －40.92% －16.51% －64.80% －136.62% 4.16% 7.55% 5.48% 5.38%
第１四分位 1.90% －0.02% 14.92% 2.13% 1.89% 65.00% 98.66% 72.68% 59.33%
中央値 3.82% 1.20% 22.51% 4.25% 3.90% 95.33% 131.93% 113.12% 80.08%
第３四分位 6.60% 2.93% 32.07% 7.60% 7.46% 140.85% 189.14% 183.56% 102.64%
最大値 53.73% 16.07% 100.00% 52.71% 57.04% 1248.31% 1396.13% 16332.21% 692.22%
財務指標
株主資本
比率
（％）
負債比率
（％）
インタレスト
カバレッジ
（倍）
株主資本
利益率
（％）
売上高
利益率
（％）
使用総資本
回転率
（回）
財務
レバレッジ
（倍）
有価証券／
流動資産
投資有価証券
／資産合計
企業数 1,446 1446 1401 1446 1446 1446 1446 910 1436
平均値 41.36% 429.19% 124.31 3.29% 0.87% 1.03 5.33 7.33% 6.81%
調整平均 41.05% 206.95% 25.41 2.44% 1.43% 0.98 3.10 5.83% 5.99%
標準偏差 20.85% 2137.49% 1073.84 120.11% 15.19% 0.57 21.42 11.02% 6.88%
最小値 0.16% 4.63% －336.33 －311.51% －517.84% 0.00 1.05 0.00% 0.00%
第１四分位 25.58% 77.29% 3.11 -0.07% －0.01% 0.69 1.78 0.29% 2.49%
中央値 39.61% 148.68% 8.41 3.55% 1.22% 0.91 2.52 2.05% 4.74%
第３四分位 56.06% 289.80% 28.83 7.08% 3.48% 1.24 3.91 10.24% 8.87%
最大値 95.57% 60554.36% 25343.00 4474.60% 33.90% 5.66 606.54 74.40% 69.25%
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表34　評価差額金相当額を注記した企業
財務指標
株主資本
営業利益率
（％）
株主資本
経常利益率
（％）
固定資産
回転率
（回）
有形固定
資産回転率
（回）
流動資産
回転日数
（日）
棚卸資産
回転日数
（日）
売上高
原価率
（％）
売上高
販管費率
（％）
使用総資本
営業利益率
（％）
企業数 514 514 514 514 514 509 510 513 514
平均値 18.13% 10.22% 2.69 5.26 300.10 55.21 77.32% 19.01% 3.38%
調整平均 12.67% 9.84% 2.22 3.61 213.11 49.88 78.63% 17.56% 3.29%
標準偏差 54.02% 34.58% 3.16 10.35 1,284.33 51.97 13.82% 13.29% 3.78%
最小値 －130.65% －250.81% 0.16 0.17 23.58 0.15 6.95% 2.79% －17.35%
第１四分位 4.83% 3.67% 1.30 1.80 149.58 22.74 71.80% 10.37% 1.56%
中央値 10.79% 9.16% 1.94 2.87 206.67 45.90 80.17% 16.07% 2.90%
第３四分位 18.11% 15.31% 2.88 4.41 275.27 73.23 86.51% 23.51% 4.97%
最大値 853.19% 324.76% 34.47 120.20 27,955.64 646.11 102.00% 99.96% 34.70%
財務指標
使用総資本
経常利益率
（％）
使用総資本
利益率
（％）
売上高
総利益率
（％）
売上高
営業利益率
（％）
売上高
経常利益率
（％）
当座比率
（％）
流動比率
（％）
固定比率
（％）
固定長期
適合率
（％）
企業数 514 514 514 514 514 514 514 514 514
平均値 3.06% －0.21% 23.28% 4.31% 3.90% 98.71% 138.00% 403.91% 97.54%
調整平均 2.92% 0.18% 21.65% 3.89% 3.35% 87.68% 125.03% 224.61% 93.10%
標準偏差 4.04% 5.66% 15.35% 6.18% 7.24% 90.47% 107.04% 1754.59% 48.67%
最小値 －18.19% －49.93% －2.00% －22.20% －23.28% 4.32% 16.90% 3.34% 2.87%
第１四分位 1.05% －1.26% 13.53% 1.42% 1.08% 54.16% 86.38% 89.28% 66.42%
中央値 2.54% 0.63% 19.86% 3.48% 2.72% 78.65% 110.62% 148.59% 90.18%
第３四分位 4.74% 1.95% 28.37% 5.78% 5.26% 115.65% 157.99% 308.05% 114.63%
最大値 35.84% 55.18% 100.00% 69.00% 85.60% 1176.89% 1404.59% 36541.49% 453.48%
財務指標
株主資本
比率
（％）
負債比率
（％）
インタレスト
カバレッジ
（倍）
株主資本
利益率
（％）
売上高
利益率
（％）
使用総資本
回転率
（回）
財務
レバレッジ
（倍）
有価証券／
流動資産
投資有価証券
／資産合計
企業数 514 514 505 514 514 514 514 295 512
平均値 33.10% 717.49% 19.76 －12.42% －0.26% 0.98 8.22 5.40% 5.89%
調整平均 32.27% 365.53% 8.64 －1.25% 0.24% 0.94 4.69 4.11% 5.41%
標準偏差 20.54% 2567.40% 74.27 181.96% 7.49% 0.52 25.71 8.91% 4.79%
最小値 0.24% 5.71% －104.00 －2644.30% －62.55% 0.01 1.06 0.00% 0.05%
第１四分位 16.66% 111.73% 1.60 －5.04% －1.26% 0.68 2.13 0.24% 2.70%
中央値 29.75% 234.13% 4.24 2.42% 0.71% 0.88 3.36 1.30% 4.74%
第３四分位 47.05% 499.86% 10.18 5.69% 2.25% 1.15 6.00 5.88% 7.73%
最大値 94.59% 40879.79% 975.50 2463.33% 42.18% 5.28 409.80 47.87% 39.11%
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に関する指標においても，平均，調整平均および中央値で，計上企業群が注記
企業群に優越している。
　また，流動資産に占める有価証券の割合と総資産に占める投資有価証券の割
合においても，平均，調整平均および中央値で，計上企業群が注記企業群より
高くなっている。
　以上を総合すると，金融商品の会計基準が適用される投資有価証券の割合が
多く，収益性が高く，財務的に安定している企業が，概して早期に時価評価を
適用して資本の部に評価差額を計上している，ということがいえよう。
12．含み益と収益性の関係
　有価証券や土地などの含み益を有する企業は，当期業績が伸びずに目標利益
の達成が危ぶまれるときに，含み益の一部を吐き出して利益を捻出することが
できた。実際，配当可能利益を増やすために，あるいは目標利益に近づけるた
めに，期末に含み益を抱える有価証券や土地を売却して利益を計上する行為は
しばしば垣間見られてきた。
　報告利益の管理を実際に行うか否かは，株主の期待を含む経済環境と配当政
策，さらには将来計画などよることになろう。しかし，右肩上がりで株価が長
期に上昇し続けるようなことはもはや起こり得ないとすると，いったん吐き出
してしまった含み益を再度活用することは期待しがたいし，金融商品に係る会
計基準が適用されることになると，そのような行為による報告利益の管理は容
易なことではなくなるはずである。
　含み益を抱えていることは，含み損を抱えていることに比べれば，企業に
とって有利な状況にあることは間違えない。単に報告利益の管理のための手段
が豊富になるばかりでなく，リスク管理への備えにもなるであろう。しかし，
それらは，ボトムラインの利益に対する効果ではあるが，企業の本来の事業活
動からの利益に対して貢献することにはならない。むしろ，そのような手段に
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頼ることができるということから，本来業務の利益管理に甘さが出てくる可能
性があるかもしれない。
　そこで，本節では，有価証券に含み益を有する企業について，含み益の相対
的な大きさと本来の業務活動の収益性である営業利益率との間にどのような関
係があるかを，金融商品に係る会計基準が適用された2000年４月１日から始ま
る会計年度の決算数値を使用して分析することにしよう。先にみてきたよう
に，当該年度の決算では，初めて有価証券の含み益が利益に計上され，その他
有価証券の評価損益が資本の部に計上されるか注記されたからである。
　そこで，以下の回帰モデルを利用してこのことを検証することにしよう。
　　y=a+b1x1+b2x2+b3x3+b4x4+b5x5+e
ここで，
　y＝使用総資本営業利益率
　x1＝売上高営業利益率
　x2＝使用総資本回転率
　x3＝財務レバレッジ（＝資産合計 /株主資本）
　x4＝投資有価証券 /資産合計
　x5＝その他有価証券評価差額金（評価差額金相当額）/資本合計
　e＝誤差項
　回帰分析によって検定する帰無仮説は以下のとおりである。
帰無仮説１： 投資有価証券の保有する割合が高くなると，使用総資本営業利益
率は高くなる。
帰無仮説２： その他有価証券評価差額金あるいは差額金相当額の割合が高くな
ると，使用総資本営業利益率は高くなる。
　最小２乗法による回帰分析の結果は，表35のとおりである。
　第１に，当然のことであるが，売上高営業利益率と使用総資本回転率の係数
は有意に正の値になっており，それらが高くなると使用総資本営業利益率は高
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くなることが示されている。第２に，財務レバレッジは使用総資本を資本合計
で除した値であり，負債の利用度を表しているが，この値が高くなると使用総
資本営業利益率は低くなることが示されている。その影響度合いは低いが，こ
の係数が有意に負であることは，財務レバレッジが高くなると使用総資本営業
利益率は低くなることを示唆している。すなわち，財務レバレッジは株主資本
表35　回帰分析
回帰統計
重相関 r 0.794957
重決定 r2 0.631956
補正 r2 0.631
標準誤差 0.026978
観測数 1931
分散分析表
　 自由度 変動 分散
観測され
た分散比
有意 F
回帰 5 2.405628 0.481126 661.071 0
残差 1925 1.40101 0.000728
合計 1930 3.806637
　 係数 標準誤差 t p－値
切片 －0.00326 0.001719 －1.89625 0.058077
売上高営業利益率（％） 0.523677 0.009226 56.7593 0
使用総資本回転率（回） 0.022069 0.001147 19.23818 1.4E－75
財務レバレッジ（倍） －0.00011 3E－05 －3.51902 0.000443
投資有価証券 /資産合計 －0.03991 0.009769 －4.08513 4.59E－05
評価差額 /資本合計 －0.00015 0.003851 －0.03865 0.969176
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営業利益率を高めることには正の効果をもたらすが，使用総資本営業利益率に
対しては，その逆の作用をしていることになる。
　第３に，投資有価証券の割合の係数は有意に負の値となっており，その値が
高くなると，使用総資本営業利益率は低くなることが意味されている。した
がって，帰無仮説１は有意水準１％で棄却され，資産合計に占める投資有価証
券の割合が高くなると，使用総資本営業利益率は低くなる傾向がある，と考え
るべきである。第４に，評価差額の割合については，負の係数がついているが，
有意ではない。その結果，帰無仮説２は棄却されず，プラスの評価差額がある
からといって，使用総資本営業利益率が低くなってはいないことが含意されて
いる。この点については，評価差額がプラスである企業群とマイナスである企
業群とに分けてそれぞれに回帰分析を行ってみても，結果に変りはみられな
かった。
13．業種別の分析
　日経業種コードに従って一般事業会社を33種に分類し，税金等調整前当期純
損益への影響と評価差額の金額を業種別に集計して基本統計量を計算すること
にしよう。ここでは，平均，調整平均および中央値に注目し，業種による相違
点を摘出することにする。
　第１に，表36の金額欄から，業種によって税金等調整前当期純損益への影響
額に大小があることと，そのことが平均，調整平均そして中央値によっても異
なっていることに気がつく。平均や調整平均では負の影響を示しているが，中
央値では負とはなっていない場合には，マイナスの影響を大きく受けた企業が
その業種に存在していることが示唆される。平均の値からは，自動車，建設，
その他金融，通信で，調整平均の値からは，その他金融と通信で，中央値の値
からは，パルプ・紙，建設，空運，通信で，巨額の負の影響を受けたことが示
されている。３つの代表値が負となっていない業種は，精密機器，その他製造，
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表36　税金等調整前当期純損益への影響
業種 社数
平均 調整平均 中央値
（金額）（比率） （金額）（比率） （金額）（比率）
食品 103 －71 －0.48% －28 －0.22% 0 0.00%
繊維 61 80 －1.95% －67 －1.06% 0 －0.03%
パルプ ･紙 25 －316 －0.45% －316 －0.39% －40 0.00%
化学 160 －128 －1.73% －46 －0.37% －8 0.00%
医薬品 36 －33 －1.06% －19 －0.60% －5 0.00%
石油 8 154 0.09% 154 0.09% －15 －0.09%
ゴム 20 －343 －1.50% －343 －0.70% －6 －0.06%
窯業 50 －310 －0.66% －60 －0.36% －10 －0.02%
鉄鋼 49 97 －3.26% －130 －1.58% －22 －0.17%
非鉄 ･金属 103 －342 －1.56% －216 －0.72% －8 0.00%
機械 174 －207 －0.51% －41 －0.21% －3 0.00%
電気機器 222 －790 －0.40% 8 －0.13% 0 0.00%
造船 6 －922 －0.84% －922 －0.84% 8 0.01%
自動車 65 －1,793 －0.51% －210 －0.47% －14 0.00%
その他輸送機器 17 －81 －0.32% －81 －0.32% 0 0.00%
精密機器 41 72 0.36% 51 0.16% 14 0.00%
その他製造 75 38 0.41% 42 0.02% 0 0.00%
水産 7 －23 －21.42% －23 －21.42% －24 －0.12%
鉱業 8 －8 2.46% －8 2.46% －21 0.00%
建設 150 －2,168 －17.48% －246 －0.96% －41 －0.07%
商社 231 －295 5.34% －63 －0.23% 0 0.00%
小売業 126 －178 －1.23% －36 －0.11% －4 0.00%
その他金融 35 －3,596 －11.64% －1,147 －5.45% 0 0.00%
不動産 50 123 0.60% 59 0.05% 0 0.00%
鉄道 ･バス 34 －298 －1.30% －260 －0.87% 0 0.00%
陸運 26 －224 －0.77% －135 －0.44% －13 0.00%
海運 17 －110 －10.74% －110 －10.74% －21 －0.14%
空運 5 －896 －0.80% －896 －0.80% －153 0.00%
倉庫 ･運輸関連 35 －151 －5.46% －105 －1.40% －28 －0.16%
通信 17 －1,268 －0.27% －1,268 －0.27% －202 －0.15%
電力 11 －96 －0.02% －96 －0.02% 0 0.00%
ガス 12 －91 －0.46% －91 －0.46% －26 －0.10%
サービス 238 －51 －5.38% －28 －0.10% 0 0.00%
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表37　評価差額の計上企業と注記企業
業種
計上 注記 非開示
企業数 割合 企業数 割合 企業数 割合
食品 71 68.9% 25 24.3% 7 6.8%
繊維 38 62.3% 20 32.8% 3 4.9%
パルプ ･紙 11 44.0% 8 32.0% 6 24.0%
化学 108 67.5% 44 27.5% 8 5.0%
医薬品 23 63.9% 9 25.0% 4 11.1%
石油 4 50.0% 4 50.0% 0 0.0%
ゴム 15 75.0% 4 20.0% 1 5.0%
窯業 31 62.0% 16 32.0% 3 6.0%
鉄鋼 27 55.1% 20 40.8% 2 4.1%
非鉄 ･金属 70 68.0% 28 27.2% 5 4.9%
機械 121 69.5% 43 24.7% 10 5.7%
電気機器 151 68.0% 47 21.2% 24 10.8%
造船 4 66.7% 2 33.3% 0 0.0%
自動車 41 63.1% 19 29.2% 5 7.7%
その他輸送機器 10 58.8% 5 29.4% 2 11.8%
精密機器 30 73.2% 7 17.1% 4 9.8%
その他製造 52 69.3% 18 24.0% 5 6.7%
水産 5 71.4% 2 28.6% 0 0.0%
鉱業 4 50.0% 3 37.5% 1 12.5%
建設 110 73.3% 35 23.3% 5 3.3%
商社 156 67.5% 45 19.5% 30 13.0%
小売業 88 69.8% 24 19.0% 14 11.1%
その他金融 27 77.1% 7 20.0% 1 2.9%
不動産 33 66.0% 8 16.0% 9 18.0%
鉄道 ･バス 18 52.9% 15 44.1% 1 2.9%
陸運 19 73.1% 4 15.4% 3 11.5%
海運 6 35.3% 11 64.7% 0 0.0%
空運 3 60.0% 1 20.0% 1 20.0%
倉庫 ･運輸関連 25 71.4% 8 22.9% 2 5.7%
通信 11 64.7% 3 17.6% 3 17.6%
電力 9 81.8% 1 9.1% 1 9.1%
ガス 10 83.3% 1 8.3% 1 8.3%
サービス 125 52.5% 35 14.7% 78 32.8%
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表38　評価差額
業種 社数
平均 調整平均 中央値
（金額）（比率） （金額）（比率） （金額）（比率）
食品 103 1,917 1.94% 927 1.61% 93 0.58%
繊維 61 3,151 1.21% 1,162 2.92% 51 0.56%
パルプ ･紙 25 521 0.85% 503 0.92% 53 0.41%
化学 160 1,938 2.04% 908 1.71% 128 0.64%
医薬品 36 6,318 1.56% 3,140 1.64% 546 0.83%
石油 8 6,157 1.08% 6,157 1.08% 350 0.26%
ゴム 20 4,004 4.47% 2,451 3.72% 237 1.70%
窯業 50 3,954 3.07% 2,236 2.89% 90 0.74%
鉄鋼 49 3,822 1.77% 1,195 1.58% 29 0.77%
非鉄 ･金属 103 5,543 2.17% 869 2.07% 41 0.79%
機械 174 4,415 2.57% 304 1.20% 63 0.18%
電気機器 222 3,033 0.45% 415 0.77% 35 0.17%
造船 6 622 2.36% 622 2.36% 416 1.07%
自動車 65 7,595 4.47% 3,360 3.94% 554 2.13%
その他輸送機器 17 648 4.61% 648 4.61% 243 0.68%
精密機器 41 685 2.87% 516 0.75% 77 0.07%
その他製造 75 512 0.98% 312 0.64% 37 0.13%
水産 7 1,465 －35.64% 1,465 －35.64% 480 0.75%
鉱業 8 2,160 10.71% 2,160 10.71% 299 3.23%
建設 150 569 1.50% 599 1.64% 29 0.11%
商社 231 1,940 6.34% 242 1.04% 8 0.33%
小売業 126 71 0.03% 88 0.15% 0 0.00%
その他金融 35 －137 2.49% 1,336 2.21% 436 0.78%
不動産 50 2,367 2.62% 856 1.42% 6 0.00%
鉄道 ･バス 34 7,838 7.68% 7,821 6.26% 1,689 4.13%
陸運 26 2,520 1.87% 822 1.49% 0 0.44%
海運 17 3,467 12.14% 3,467 12.14% 124 1.69%
空運 5 －313 －0.03% －313 －0.03% 0 0.73%
倉庫 ･運輸関連 35 1,792 3.15% 1,216 2.77% 81 1.17%
通信 17 11,716 3.68% 11,716 3.68% 1,617 1.36%
電力 11 30,306 3.21% 30,306 3.21% 16,236 3.23%
ガス 12 12,646 6.74% 12,646 6.74% 1,408 5.22%
サービス 238 315 0.95% 43 0.05% 0 0.00%
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不動産である。
　第２に，業種と企業規模との関係を考慮して，税金等調整前当期純損益への
影響額を資本合計で除した比率について基本統計量を計算し，影響の程度をみ
ることにしよう。金額でも比率でも大きな負の影響を受けている業種には，建
設とその他金融があげられる。金額でも負の影響は大きいが，比率では大きい
とはいえない業種には，自動車と通信があげられる。金額での負の影響は大き
くなくとも，比率での負の影響が大きな業種には，水産と海運があげられる。
　第３に，その他有価証券を時価評価し，その評価差額金を資本の部に計上す
ることを早期に適用した企業と注記にとどめた企業について，その数と割合が
業種によって異なっているかを調べてところ，表37の結果を得た。計上した企
業の割合が最も高い業種はガスであり，続いて電力であったことは，これらの
業種に固有の特性が存在していることを感じさせる。母集団に対する計上企業
の割合が71.6％を超える業種を大きい順に並べると，ガス，電力，その他金融，
ゴム，建設，精密機器，陸運となる。注記企業の割合の大きい８業種を順に並
べると，海運，パルプ・紙，石油，鉱業，サービス，鉄道・バス，鉄鋼，その
他輸送機器となる。
　第４に，計上したにしろ注記したにしろ，評価差額の金額が多額にのぼった
業種は，表38に示されているように，電力，ガスそして通信であり，鉄道・バ
スがそれに続いている。いずれも公益的な事業を行っている業種である。自動
車，医薬品そして石油は，平均と調整平均では大きな値を示しているが，それ
らの中央値は目立って大きな値ではない。
　第５に，計上したにしろ注記したにしろ，資本合計に占める評価差額の割合
が高い業種は，海運と鉱業であり，平均および調整平均で10％を超えている。
 （以下，次号に続く。）
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